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１．18年２月期の業績（平成17年７月１日～平成18年２月28日）

(1）経営成績 （注）金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年２月期 6,685 － 1,335 － 1,347 －
17年６月期 7,838 △5.1 342 △75.6 345 △74.4

当期純利益
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年２月期 671 － 159.07 157.27 18.8 19.0 20.2
17年６月期 201 △73.9 47.92 47.05 5.7 4.9 4.4

（注）①期中平均株式数 18年２月期       4,220,478株 17年６月期 4,195,431株
②会計処理の方法の変更 有
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率
④平成18年２月期は８ヵ月決算のため、対前年比較は行っておりません。

(2）配当状況  

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年２月期 90.00 0.00 90.00 377 56.6 10.3
17年６月期 270.00 225.00 45.00 378 187.8 10.9

 

(3）財政状態  

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年２月期 7,270 3,653 50.2  872.00
17年６月期 6,931 3,475 50.1  823.88

（注）①期末発行済株式数 18年２月期          4,189,540株 平成17年６月期 4,218,270株
②期末自己株式数 18年２月期      51,000株 平成17年６月期 9,000株

２．19年２月期の業績予想（平成18年３月１日～平成19年２月28日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円  百万円  百万円  円 銭 円 銭 円 銭

　 中間期 5,070  716  386   40.00  －  － 

通　期 10,600  1,923  1,038   －  40.00  150.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　　 251円65銭
　※　上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な

要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は、添付資料の６ページをご参照くだ
さい。

　

 　中間期末日及び期末日以外の日を基準日とする現金配当：有（別紙参照）

  ※なお、上記の配当金については平成18年５月25日開催予定の当社株主総会において、会社法第459条第１項に基づき

「剰余金の配当等を取締役会が決定する」旨の定款の変更が承認されることを条件といたします。
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中間期末日及び期末日以外の日を基準日とする現金配当に係る配当予想の内訳

 

配当基準日 平成18年５月31日 平成18年11月30日

1株当たり配当金 
 円　銭

35.00

円　銭

35.00
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５．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
第20期

（平成17年６月30日現在）
第21期

（平成18年２月28日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   2,862,866   3,019,719  

２　授業料等未収入金   76,338   36,109  

３　教材   1,737   6,766  

４　貯蔵品   2,075   7,723  

５　前払費用   54,172   31,784  

６　繰延税金資産   64,422   81,085  

７　未収消費税等   10,836   －  

８　未収法人税等   102,769   －  

９　従業員短期貸付金   824   －  

10　関係会社短期貸付金   19,390   76,654  

11　その他   947   4,503  

12　貸倒引当金   △19,497   △55,382  

流動資産合計   3,176,883 45.8  3,208,964 44.1

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1）建物  755,337   771,009   

減価償却累計額  △272,929 482,407  △297,866 473,142  

(2）構築物  1,925   1,925   

減価償却累計額  △402 1,522  △454 1,470  

(3）車両  12,400   12,400   

減価償却累計額  △8,382 4,017  △9,290 3,109  

(4）器具備品  779,831   823,042   

減価償却累計額  △276,197 503,634  △283,550 539,491  

(5）土地   609,472   523,272  

有形固定資産合計   1,601,054 23.1  1,540,487 21.2
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第20期

（平成17年６月30日現在）
第21期

（平成18年２月28日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

２　無形固定資産        

(1）ソフトウェア   18,083   15,862  

(2）電話加入権   9,464   9,464  

無形固定資産合計   27,547 0.4  25,326 0.4

３　投資その他の資産        

(1）投資有価証券   336,976   651,819  

(2）関係会社株式   885,655   885,655  

(3）従業員長期貸付金   2,208   －  

(4）長期前払費用   15,356   22,691  

(5）繰延税金資産   86,424   37,753  

(6）敷金及び保証金   689,027   771,734  

(7）ゴルフ会員権   59,004   59,004  

(8) その他   51,299   66,928  

投資その他の資産合計   2,125,952 30.7  2,495,586 34.3

固定資産合計   3,754,554 54.2  4,061,400 55.9

資産合計   6,931,438 100.0  7,270,364 100.0
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第20期

（平成17年６月30日現在）
第21期

（平成18年２月28日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金   56,126   57,164  

２　一年内償還予定社債 ※３  －   1,000,000  

３　未払金   481,916   410,359  

４　未払費用   57,383   48,411  

５　未払法人税等   －   537,471  

６　未払事業所税   14,106   9,710  

７　未払消費税等   －   110,983  

８　前受授業料収入   987,713   620,950  

９　預り金   31,101   22,845  

10　賞与引当金   129,950   79,683  

流動負債合計   1,758,297 25.4  2,897,580 39.9

Ⅱ　固定負債        

１　社債 ※３  1,000,000   －  

２　長期借入金   500,000   500,000  

３　退職給付引当金   197,208   219,500  

４　その他   564   －  

固定負債合計   1,697,772 24.5  719,500 9.9

負債合計   3,456,069 49.9  3,617,080 49.8
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第20期

（平成17年６月30日現在）
第21期

（平成18年２月28日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資本の部）        

Ⅰ　資本金 ※１  659,272 9.5  668,499 9.2

Ⅱ　資本剰余金        

資本準備金   255,637 3.7  264,862 3.6

Ⅲ　利益剰余金        

１　利益準備金   53,923   53,923  

２　当期未処分利益   2,466,972   2,948,481  

利益剰余金合計   2,520,895 36.4  3,002,404 41.3

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 ※４  53,182 0.7  102,614 1.4

Ⅴ　自己株式 ※２  △13,619 △0.2  △385,097 △5.3

資本合計   3,475,368 50.1  3,653,284 50.2

負債及び資本合計   6,931,438 100.0  7,270,364 100.0
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(2）損益計算書

  
第20期

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

第21期
（自　平成17年７月１日
至　平成18年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   7,838,797 100.0  6,685,721 100.0

Ⅱ　売上原価   5,516,656 70.4  4,149,356 62.1

売上総利益   2,322,140 29.6  2,536,364 37.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費    25.3    

広告宣伝費  694,526   428,265   

販売促進費  17,345   7,115   

役員報酬  131,030   90,900   

給料及び賞与  440,205   175,544   

賞与引当金繰入額  37,930   15,540   

退職給付費用  11,142   8,086   

法定福利・福利厚生費  118,414   31,716   

賃借料  22,761   7,855   

旅費交通費  36,535   12,587   

消耗品費  27,697   7,504   

減価償却費  45,577   23,565   

支払手数料  249,584   158,410   

業務委託料  －   147,188   

その他  147,116 1,979,867 25.3 86,089 1,200,371 17.9

営業利益   342,272 4.4  1,335,993 20.0

Ⅳ　営業外収益        

受取利息  469   1,021   

有価証券利息  5,030   －   

受取配当金  2,621   60,255   

投資事業組合運用益  18,130   －   

その他  4,889 31,139 0.4 6,748 68,024 1.0
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第20期

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

第21期
（自　平成17年７月１日
至　平成18年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅴ　営業外費用        

支払利息  11,605   4,395   

社債利息  9,900   5,633   

投資事業組合運用損  －   7,049   

貸倒引当金繰入額  3,656   35,576   

その他  2,493 27,655 0.4 3,709 56,365 0.8

経常利益   345,756 4.4  1,347,653 20.2

Ⅵ　特別利益        

投資有価証券売却益  41,562   9,160   

固定資産売却益 ※１ 3,764   716   

貸倒引当金戻入益  446 45,773 0.6 － 9,876 0.1

Ⅶ　特別損失        

　　　減損損失 ※３ －   86,200   

固定資産除却損 ※２ 1,519   8,370   

投資有価証券売却損  2,574 4,093 0.1 － 94,570 1.4

税引前当期純利益   387,437 4.9  1,262,959 18.9

法人税、住民税及び
事業税

 156,449   619,663   

法人税等調整額  29,945 186,395 2.3 △28,035 591,628 8.9

当期純利益   201,041 2.6  671,330 10.0

前期繰越利益   2,454,806   2,277,150  

中間配当額   188,876   －  

当期未処分利益   2,466,972   2,948,481  
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売上原価明細書

  
第20期

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

第21期
（自　平成17年７月１日
至　平成18年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

１　人件費        

給与手当  927,729   660,688   

賞与  38,428   42,019   

賞与引当金繰入額  92,019   64,143   

退職給付費用  27,078   34,866   

法定福利・福利厚生費  119,697   105,153   

雑給  2,267,099 3,472,053 62.9 1,798,169 2,705,041 65.2

２　教材費   512,163 9.3  340,481 8.2

３　経費        

消耗品費  125,962   60,535   

旅費交通費  249,584   172,109   

賃借料  772,557   550,701   

保険料  24   －   

修繕費  3,055   －   

減価償却費  89,320   68,977   

通信費  43,532   35,479   

水道光熱費  89,360   67,535   

支払手数料  88,045   98,250   

荷造運賃  6,898   4,005   

図書印刷費  83   380   

事業所税  7,001   8,355   

雑費  57,012 1,532,439 27.8 37,504 1,103,834 26.6

売上原価   5,516,656 100.0  4,149,356 100.0
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(3）利益処分案

  
第20期

株主総会承認日
（平成17年９月28日）

第21期
株主総会承認日

（平成18年５月25日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益   2,466,972  2,948,481

Ⅱ　利益処分額      

配当金  189,822 189,822 377,058 377,058

Ⅲ　次期繰越利益   2,277,150  2,571,422
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重要な会計方針

項目
第20期

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

第21期
（自　平成17年７月１日
至　平成18年２月28日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

　移動平均法による原価法によっており

ます。

(1）子会社株式

同左

 

 

(2）その他有価証券

時価のあるもの

…決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）によっております。

(2）その他有価証券

時価のあるもの

…　　　　　同左

 

 

時価のないもの

…移動平均法による原価法によってお

ります。

時価のないもの

…　　　　　同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

　移動平均法による原価法によっておりま

す。

同左

３．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定率法を採用しております。なお、主

な耐用年数は以下のとおりであります。

(1）有形固定資産

同左

 

 

建物　　　　　　　　　３～50年

構築物　　　　　　　　　　45年

車両　　　　　　　　　　　６年

器具備品　　　　　　　３～10年

（少額減価償却資産）

　取得価額が10万円以上20万円未満の資

産については、３年間で均等償却する方

法を採用しております。

 

 

 

 

(2）無形固定資産

　自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。

(2）無形固定資産

同左

 

 

(3）長期前払費用

　均等償却によっております。

(3）長期前払費用

同左

４．引当金の計上基準

 

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

貸倒実績率により、回収不能見込額を計

上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 

 

(2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額により計上しております。

(2）賞与引当金

同左

 

 

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上しておりま

す。

　数理計算上の差異については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による按分額を翌事

業年度より費用処理することとしており

ます。

(3）退職給付引当金

同左
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項目
第20期

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

第21期
（自　平成17年７月１日
至　平成18年２月28日）

５．収益及び費用の計上基準 　授業料収入は受講期間に対応して収益と

し、その他の収入は、入金時にそれぞれ収

益として計上しております。

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

７．その他財務諸表作成の基

本となる重要な項目

消費税等の処理方法

　税抜方式によっております。

消費税等の処理方法

同左

会計処理の変更

第20期
（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

第21期
（自　平成17年７月１日
至　平成18年２月28日）

　「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年６月

９日法律第97号、平成16年12月１日施行）及び「金融商品

会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）の

一部改正（平成17年２月15日）に基づき、当事業年度から

貸借対照表の投資その他の資産の「投資事業組合出資金」

を「投資有価証券」に含めて表示しております。

　なお、この変更により損益に与える影響はありません。

 

 

 

 ―

 

 

 

 

 ―

　固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平

成14年８月９日）および「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10

月31日）を当期から適用しており、これにより税引前当期

純利益は86,200千円減少しております。　

注記事項

（貸借対照表関係）

第20期
（平成17年６月30日現在）

第21期
（平成18年２月28日現在）

※１　会社が発行する株式の総数 ※１　会社が発行する株式の総数

普通株式 14,220,000株 普通株式 14,220,000株

発行済株式の総数 発行済株式の総数

普通株式 4,227,270株 普通株式 4,240,540株

※２　自己株式の保有数 ※２　自己株式の保有数

普通株式 9,000株 普通株式 51,000株

※３　財務制限条項

　第１回無担保社債（適格機関投資家限定）の発行契

約において、本社債の未償還残高が存する限り、本社

債の払込期日以降、当社の決算期の末日における連結

貸借対照表に示される資本の部の金額を17億２千万円

以上に維持する旨の純資産額維持制限を受けておりま

す。

※３　財務制限条項

同左

※４　配当制限

　商法施行規則第124条第３号に規定する金額は53,182

千円であります。

※４　配当制限

　商法施行規則第124条第３号に規定する金額は

102,614千円であります。
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（損益計算書関係）

第20期
（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

第21期
（自　平成17年７月１日
至　平成18年２月28日）

※１　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※１　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

器具備品 3,764千円 器具備品 716千円

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 527千円

器具備品 991千円

計 1,519千円

建物 2,017千円

器具備品 6,352千円

計 8,370千円

 ※３                    ―  　※３　減損損失

（１）減損損失を認識した資産グループの概要

用途 場所

減損損失

種類・金額
（千円）

遊休資産 長野県北佐久郡
軽井沢町１件

土地　86,200

  　（２）資産のグルーピングの方法

  　　　　事業区分をもとに他の資産グループから概ね独

　　　　立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位

　　　　でグルーピングを行っております。なお、減損損

　　　　失を認識した遊休資産については個別の物件ごと

　　　　にグルーピングしております。

  　（３）減損損失の認識に至った経緯

  　　　　事業の用に供していない遊休資産について、当

　　　　該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

　　　　該減少額を減損損失として特別損失に計上いたし

　　　　ました。

  　（４）回収可能価額の算定

  　　　　当該資産の回収可能価額は正味売却価額により

　　　　測定しており、その評価額は不動産鑑定評価基準

　　　　により算定しております。
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①　リース取引

期別

項目

第20期
（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

第21期
（自　平成17年７月１日
至　平成18年２月28日）

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額

 器具備品

 千円

取得価額相当額 55,636

減価償却累計額相当額 34,999

期末残高相当額 20,637

 器具備品

 千円

取得価額相当額 43,819

減価償却累計額相当額 30,276

期末残高相当額 13,542

 　リース物件の取得価額相当額の算定は、

未経過リース料期末残高の有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低く、重要

性に乏しいため、利息相当額の合理的な

見積額を控除しない方法によっておりま

す。

同左

 ２　未経過リース料期末残高相当額 ２　未経過リース料期末残高相当額

  千円

１年内 10,015

１年超 10,621

計 20,637

 千円

１年内 8,763

１年超 4,778

計 13,542

 　未経過リース料期末残高相当額の算定

は、未経過リース料期末残高の有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低く、

当該金額が重要性に乏しいため利息相当

額の合理的な見積額を控除しない方法に

よっております。

同左

 ３　支払リース料 ３　支払リース料

 （減価償却費相当額） 13,217千円 （減価償却費相当額） 7,234千円

 

 

４　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

②　有価証券

第20期
（平成17年６月30日現在）

第21期
（平成18年２月28日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありませ

ん。

同左
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③　税効果会計

第20期
（平成17年６月30日現在）

第21期
（平成18年２月28日現在）

１　繰延税金資産及び負債の主な発生原因別内訳 １　繰延税金資産及び負債の主な発生原因別内訳

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金 51,382千円

事業税損金不算入額 －千円

その他 20,706千円

小計 72,089千円

評価性引当額 △7,667千円

繰延税金資産（流動）合計 64,422千円

  

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金否認 77,976千円

ゴルフ会員権評価損否認 18,814千円

その他有価証券評価差額金 △7,065千円

その他 21,167千円

小計 110,892千円

評価性引当額 △24,467千円

繰延税金資産（固定）合計 86,424千円

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金 31,506千円

事業税損金不算入額 40,711千円

その他 30,765千円

小計 102,983千円

評価性引当額 △21,898千円

繰延税金資産（流動）合計 81,085千円

  

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金否認 86,790千円

ゴルフ会員権評価損否認

　減損損失

18,814千円

34,083千円

その他有価証券評価差額金 △67,108千円

その他 24,019千円

小計 96,598千円

評価性引当額 △58,844千円

繰延税金資産（固定）合計 37,753千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 39.5％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
3.2

住民税均等割等 1.6

評価性引当額 4.7

その他 △0.9

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
48.1

法定実効税率 39.5％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
0.6

住民税均等割等 0.4

評価性引当額 3.8

その他 2.5

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
46.8
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（１株当たり情報）

 
第20期

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

第21期
（自　平成17年７月１日
至　平成18年２月28日）

１株当たり純資産額 823.88円 872.00円

１株当たり当期純利益 47.92円 159.07円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 47.05円 157.27円

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
第20期

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

第21期
（自　平成17年７月１日
至　平成18年２月28日）

１株当たり当期純利益   

当期純利益（千円） 201,041 671,330

普通株式に係る当期純利益（千円） 201,041 671,330

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式の期中平均株式数（株） 4,195,430.77 4,220,478.33

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 77,266.24 48,255.24

（うち新株予約権）（株） (77,266.24) (48,255.24)

（重要な後発事象）

    当社は、平成18年２月６日開催の取締役会において決議された、商法211条ノ３第１項第２号の規程に基づく自己株

  式の取得を実施いたしました。

　 これにより当期中に取得した株式の総数は42,000株、取得した価額の総額は371,477千円です。また、平成18年３月1

　日から平成18年３月27日（取得終了日）に取得した株式の総数は63,000株、取得価額の総額は543,502千円です。

 

 

６．役員の異動
（代表者の異動）

　該当事項はありません。

（その他役員の異動）

　該当事項はありません。
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